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特別講演
【演題】医療DXの推進について
【講師】デジタル庁

統括官付参事官 上田 尚弘 様

【略歴】
1999年厚生省に入省。介護、福祉、年金等の部署を経て、

2018年に社会保険診療報酬支払基金に出向し、オンライン資格

確認システム（マイナ保険証）の開発を実務責任者として担当。

2021年に厚生労働省に戻り、コロナ対策に従事した後、

2022年6月から、現職（デジタル庁参事官）にて、医療DXや

マイナポータルを担当。

医療システム部会 2022年度 業務報告会



医療DXの推進
国民向けサービスグループ
2023年2月20日
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上田尚弘



政府の対応方針等
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○デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和４年６月７日閣議決定）
第６ デジタル社会の実現に向けた施策
２ 暮らしのデジタル化 （２）準公共分野のデジタル化の推進
ア データヘルス改革の推進等
・「全国医療情報プラットフォーム」74の創設、「電子カルテ情報の標準化等75」及び
「診療報酬改定ＤＸ」76の取組を行政と関係業界77が一丸となって進めるとともに、
医療情報の利活用について法制上の措置等を講じる。そのため、政府に総理を本部長
とし関係閣僚により構成される「医療ＤＸ推進本部（仮称）」を設置する。

74 オンライン資格確認システムのネットワークを拡充し、レセプト・特定健診情報に加え、予
防接種、電子処方箋情報、自治体検診情報、電子カルテ等の医療（介護を含む）全般にわたる
情報について共有・交換できる全国的なプラットフォームをいう。

75 その他、標準型電子カルテの検討や、電子カルテデータを、治療の最適化やＡＩ等の新しい
医療技術の開発、創薬のために有効活用することが含まれる。

76 デジタル時代に対応した診療報酬やその改定に関する作業を大幅に効率化し、システムエン
ジニアの有効活用や費用の低廉化を目指すことをいう。これにより、医療保険制度全体の運営
コスト削減につなげることが求められている。

77 医療界、医学界、産業界をいう。

※骨太方針にも同じ記載
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自民党「医療DX令和ビジョン2030」の提言（令和4年5月17日） 概要

○ 日本の医療分野の情報のあり方を根本から解決するため、以下の３つの取組を同時並行で進める。
（１）「全国医療情報プラットフォーム」の創設
（２）電子カルテ情報の標準化（全医療機関への普及）
（３）「診療報酬改定DX」

○ 患者・国民、医療関係者、電子カルテ等のシステムベンダは以下のメリットを享受できる。
【患者・国民】
・ 診療の質の向上、重複検査・投薬の回避、自身の健康維持・増進への活用（１次利用）
・ 治療の最適化やAI医療等の新技術開発、創薬、新たな医療機器の開発等（２次利用）
・ システム費用の低減を通じた医療保険の制度運営にかかる国民負担の抑制

【医療関係者】
・ 患者情報の共有や新技術開発による医療サービスの向上
・ 電子カルテにかかる費用の低減
・ 電子カルテ未導入機関への導入契機

【システムベンダ】
・ 医療機関ごとのカスタマイズ対応が減り、SEの業務環境の改善・参入障壁の解消を図りつつ、社会的に
意義ある医療サービスの高度化に向けて競争するという構造改革の実現

○ 多くの関係者の納得と協力を得つつ、実現に向けた強固なガバナンス体制を構築した上で、行政のみならず、
医療界、医学界、産業界が一丸となって不退転の決意で取り組む。

○ これらの取組の実践についてはガバナンスが極めて重要であり、政府に、総理を本部長とし、関係閣僚による
「医療DX推進本部（仮称）」の設置（事務局を内閣官房に設ける）を求める。この下に、厚生労働省、デジタ
ル庁、総務省、経済産業省による省庁横断的なチームを設ける。



デジタル原則からみた医療DX
• 今後の医療DXの基盤となる、全国医療情報プラットフォームの創設、電子カルテ情報の標
準化、診療報酬改定DXを進め、感染症有事の対応を含め、医療全体のDXを工程表を策定し
て、強力に進めていく。

※個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結する「デジタルファースト」、一度提出した情報は二度提出することを不要とす
る「ワンスオンリー」、様々な手続・サービスをワンストップで実現する「コネクテッド・ワンストップ」、のデジタル３原則の
考え方が重要。

✔国民、医療機関等の方々がデジタル化のメリットを早く感じていただけるよう、以下の項目の早
期実現を目指す。

（１）マイナンバーカード１枚で患者等が様々な医療・福祉サービスを受けることができ、医師等も医療サービス
提供に必要な認証ができる

・医療機関等で示す様々な証、手帳等については、マイナンバーカードに一元化する。
→国民はマイナンバーカード一枚で医療機関等に。自治体、健保組合等も、記録管理事務が効率的に。

※健康保険証、公費制度（生活保護、難病等）の各種受給証、診察券、予防接種の接種券、母子健康手帳、お薬手帳など

（２）医療・福祉サービスに関する手続きをデジタル化し、１度入力された情報は再度の入力を要しない
・医療・福祉サービスに関わる紙の届出はデジタル化する。その際、自治体、保険者、医療機関等の関係システ
ムを連携し、一度入力された情報は、再度入力しない（入力のワンストップ化）。
→医療に関わる職員に書類作成の負担を軽減するとともに、その後の共有や管理が効率的に。

※処方箋、感染症法上の届け出、介護保険や生活保護での主治医意見書、生命保険等の診断書、死亡診断書、医療機関間の情報提供書、問診
票、予診票、障害年金等の障害等級や労災保険の手当金の判断資料など

（３）マイナンバーカードで自身の健康に関する情報を必要な相手に共有できるようコントロールできる
・マイナンバーカードで患者の同意を得つつ、医療情報全般にわたって全国の医療機関等で共有を可能とすると
ともに、国民も、マイナポータル等で閲覧可能に。
→診療の質の向上、重複検査・投薬の回避につながるとともに、国民の健康維持・増進にも寄与

※薬剤情報、健診情報、電子カルテ情報、予防接種情報、母子保健情報など

・医療情報について、質の高いビックデータとして分析・研究開発で活用し、エビデンスに基づいた医療の質の
向上を実現する。
→治療の最適化やAI医療等の新技術開発、創薬、新たな医療機器の開発等
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高齢者（後期高齢者）の急増

2025年以降、「高齢者の急増」から「現役世代の急減」に局面が変化する

【人口構造の変化】

○ 2025年に向けて、高齢者、特に後期高齢者の人口が急速に増加した後、その増加は緩やかになる一方で、
既に減少に転じている生産年齢人口は、2025年以降さらに減少が加速する。
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（単位：万人）

（出典）総務省「国勢調査」「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口 平成29年推計」
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2018 2025 2040

826万人
（12%）

6,665万人

940万人程度
（14~15%程度）うち

医療･福祉

需要面から推計した医療福祉分野の就業者数の推移

20402040

1,070万人程度
（18~20%程度）

6,082万人

6,490万人
～（※）

5,245万人

6,024万人
～（※）

需要面・供給面を勘案した
「医療・福祉」の就業者数
経済成長と労働参加が
適切に進むケース

6,024万人

974万人
（16%）

・ 改革により生産性が
向上し、
・ 医療・介護需要が
一定程度低下した場
合

（参考）

改革後の就業者数

2040年に向けたマンパワーのシミュレーション（平成30年5月21日）の改定

963万人

926万人
～

①多様な就労・社会参加
②健康寿命の延伸
⇒男女ともに３年以上延伸し、
75歳以上に

③医療・福祉サービス改
革
⇒単位時間当たりのサービス提供を
５％（医師は７％）以上改善

※総就業者数は独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計」（2019年３月）による。
総就業者数のうち、下の数値は経済成長と労働参加が進まないケース、上の数値は進むケースを記載。

※2018年度の医療・福祉の就業者数は推計値である。
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8
○デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和４年６月７日閣議決定）

第６ デジタル社会の実現に向けた施策 １（４）
①マイナンバーカードの健康保険証としての利用の推進

診療時における確実な本人確認と保険資格確認を可能とし、医療保険事務の効率化や患
者の利便性の向上等を図るため、オンライン資格確認について、保険医療機関・薬局に、
令和５年（2023年）４月から導入を原則として義務付けるとともに、導入が進み、患者
によるマイナンバーカードの保険証利用が進むよう、関連する支援等の措置を見直す62。
令和６年度（2024年度）中を目途に保険者による保険証発行の選択制の導入を目指し、
さらにオンライン資格確認の導入状況等を踏まえ、保険証の原則廃止63を目指す。

• マイナンバーカードは、社会全体のデジタル化を進めるための最も重要なインフラ。このインフラを活用し、国民にマ
イナンバーカード１枚で受診していただくことで、健康・医療に関する多くのデータに基づいた、よりよい医療を受けて
いただけることが可能となる。

• 「マイナンバーカードと健康保険証の一体化」を進めるため、令和6年秋に保険証の廃止を目指す。

• 保険証の廃止に向けては、細部にわたりきめ細かく環境を整備する必要がある。また、医療を受ける国民、医療
を提供する医療機関関係者などの理解が得られるよう、丁寧に取り組んでいく。

10月13日河野大臣記者会見・国会答弁



（2023/2/5時点）

【参考：健康保険証の利用の登録】 【参考：マイナンバーカード申請・交付状況】

１．顔認証付きカードリーダー申込数

医療機関・薬局におけるオンライン資格確認の導入状況

２．準備完了施設数（カードリーダー申込数の内数）

３．運用開始施設数（準備完了施設数の内数）

注）義務化対象施設数は、社会保険診療報酬支払基金にレセプト請求している医療機関・薬局の合計（213,686施設）で算出
（紙媒体による請求を行っている施設を除く。令和4年10月診療分）

209,752施設(91.3%) ／ 229,828施設

※義務化対象施設に対する割合： 98.2%

126,858施設(55.2%) ／ 229,828施設

※義務化対象施設に対する割合：59.4%

107,889施設(46.9%)／ 229,828施設

※義務化対象施設に対する割合：50.5%

全施設数
に対する割合

義務化対象施設
に対する割合

病院 98.5% 98.7%
医科診療所 90.8% 97.7%
歯科診療所 87.9% 99.1%
薬局 94.9% 97.7%

全施設数
に対する割合

義務化対象施設
に対する割合

病院 68.3% 68.4%
医科診療所 45.2% 48.6%
歯科診療所 46.2% 52.2%
薬局 78.4% 80.7%

全施設数
に対する割合

義務化対象施設
に対する割合

病院 58.8% 58.9%
医科診療所 35.1% 37.8%
歯科診療所 38.3% 43.2%
薬局 72.5% 74.7%

参考：全施設数

病院 8,192 
医科診療所 89,761 
歯科診療所 70,375 
薬局 61,500 

有効申請枚数： 約8,579万枚 （人口比： 68.1%）
交付実施済数： 約7,630万枚 （人口比： 60.6%）

45,261,226件 カード交付枚数に対する割合 59.3%
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マイナンバーカードの申請・交付状況

○ マイナンバーカードについては、累次の閣議決定において、「令和４年度末までに、ほぼ全国民に行き渡る
ことを目指す」との方針が示されているところ。

○ この方針の下、カードの利活用等を所管するデジタル庁、カードの発行・交付を所管する総務省など、関係
省庁が連携しつつ、政府全体でさらなる普及促進に取り組む。

（H28～R1は年度当たりの平均値）
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これまでの取り組み
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○ これまでの課題に対応
① 全国の医療機関・薬局が安全かつ常時接続
＋レセプトという統一様式での情報提供、新たな入力不要

12

⇒ データヘルスの基盤

② 医療情報を個人ごとに把握、本人の情報を確実に提供する
ことが可能
・ 個人単位化された被保険者番号
・ マイナンバーカード（≠マイナンバー）による本人確認

③ 患者／利用者の同意を確実にかつ電子的に得ることが可能

情報化の「基盤」 としてのオンライン資格確認

分散していた様々な情報について、利活用を進めやすくする基盤となる

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2020/0622/shiryo_04.pdf
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2020/0622/shiryo_04.pdf


保険者
被保険者番号

資格情報

患者本人が保険者に
オンラインで資格を照会

資格情報を提供

被保険者の資格を保険者間で履歴管理

支払基金・国保中央会
（オンライン資格確認等システム）

資格情報等被保険者番号①

加入者(患者)
保険医療機関・薬局

全保険者が支払基金・国保中央会に
資格情報の管理等の事務を共同で委託

マイナンバーカード

資格情報等

・マイナンバーカードは預からない
・カードから電子証明書を読み取る
（マイナンバーは使わない）
・顔認証で、暗証番号は入力不要

電子証明書の
シリアル番号

・オンライン資格確認は医療情報のキーの役割を担う

※支払基金は電子証明書の有効性を地方公共団体システム機構に照会
※医療機関は診察券番号を登録することも可能

マイナンバー

マイナンバー

被保険者番号② 資格情報等

〇 医療情報の共有は、「いつ誰がどこで受診したか」を正しく一元的に管理する仕組みが必要。こ
れがマイナンバーカードによるオンライン資格確認であり、国民皆保険制度のもと全保険者が委託
して、支払基金・国保中央会で実装（令和３年10月～本格運用）。
※生活保護受給者の資格確認も同じ基盤で、令和５年度後半に導入予定（令和３年に法律改正）

〇 全国の医療機関・薬局での導入に対応した仕組みであり（地域単位で閉じていない）、マイナン
バーカードが患者情報を正しく共有するためのキーの役割を担っている。

被保険者番号③ 資格情報等

電子証明書の
シリアル番号

電子証明書の
シリアル番号
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保険者
被保険者番号

全保険者から共同で委託を受けて
特定健診情報、薬剤情報を患者と１対１で履歴管理

支払基金・国保中央会
（オンライン資格確認等システム）

資格情報被保険者番号①

加入者(患者) 保険医療機関・薬局

支払基金・国保中央会に
特定健診情報等の管理等
の事務を共同で委託

マイナンバーカード

電子証明書の
シリアル番号 マイナンバー

被保険者番号② 資格情報

〇 マイナンバーカードで受診した患者は、本人が同意して、薬剤情報（レセプトから抽出）と特定健
診情報を、医師・薬剤師と共有することができ、より良い医療につながる（令和３年10月～）。
※患者はどの医療機関・薬局に提供したかをマイナポータルでも確認可能。

〇 利用者は、マイナポータルで、薬剤情報・特定健診情報を閲覧・取得できる。
※マイナンバーカードに対応していない医療機関で処方された薬剤情報も閲覧可能（令和３年９月診療分～）

被保険者番号③ 資格情報

・薬剤情報等を医師・薬剤師と共有/自分で閲覧も可能

特定健診情報

特定健診情報

特定健診情報

薬剤情報

薬剤情報

薬剤情報

特定健診情報

薬剤情報

特定健診情報

・医師・薬剤師への提供に本人が同意
（オン資格システムで同意の記録も管理）
・薬剤情報等を本人が保険者に照会する事
務を、医療機関等に委託することに同意
・事務職員等は閲覧できない

医師・薬剤師
顔認証付きカードリーダーで
本人確認と同意
（マイナンバーは使わない）

資格情報 マイナンバー

加入者

ログイン 電子証明書の
シリアル番号

※薬剤情報はレセプトから抽出（令和３年９月診療分以降）

※後期高齢者は後期高齢者特定健診情報

マイナポータル
（情報提供等記録開示システム） 薬剤情報

特定健診情報

照会して取得

薬剤情報等の履歴を
照会して取得できる
（マイナンバーは使わない）

・自分の端末に薬剤情報等をダウンロード可能。
・どの医療機関・薬局に薬剤情報等を提供したか
を、本人がマイナポータルで確認できる。

！
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医療機関システムへの情報の取り込み
今までは受付で健康保険証を受け取り、保険証記号番号、氏名、生年月日、住所等を
医療機関システムに入力する必要がありました。
オンライン資格確認を導入いただければ、マイナンバーカードでは最新の保険資格を自動的に
医療機関システムで取り込むことができます。保険証でも、最小限の入力は必要ですが、
有効であれば同様に資格情報を取り込むことができます。

マイナンバーカードでは最新の保険資格
情報を自動的に取得

健康保険証は
最小限の情報を入力

有効な場合
保険資格情報

を取得

健
康
保
険
証

マイナンバーカード
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〇オンライン資格確認のネットワークの基本的な構成（資格確認端末が1台もしくは複数台のケース）

医療機関・薬局 支払基金・国保中央会

オンライン資格
確認等システム

ハードウェア システム

顔認証付き
カードリーダー

資格確認端末

レセプトコンピュータ
端末

電子カルテシステム/
調剤システム端末
電子カルテシステム/
調剤システム
（サーバ）

レセプトコンピュータ
（サーバ）

オンライン請求端末

IPv６
（オンライン資格確認等）

オンライン請求
システム

IPv４
（オンライン請求）

２つの異なる接続方式
（IPv4,IPv6）に接続す
るため、ネットワークインター
フェースカード(NIC)の追加
等によるLANポートを増設
（数千円~）する。

閉域IP網

ルータAレセプトコンピュータ等か
ら資格確認端末へリク
エストを投げる形とし、
資格確認端末内に一
時格納された資格情
報/薬剤情報/特定健
診情報を取得する。
※一時格納された情報の
定期的な削除もあわせて
行う（または別途一時格
納するためのファイルサー
バ等を設置いただく）

凡例： ネットワーク
セッション方向

IPv４
（院内/局内）

※ 電子証明書：オンライン資格確認用電子証明書
※ オンライン請求とオンライン資格確認等を同時に利用しない前提
※ 「セッション方向」とは、起点からの方向を指しているものであり、情報のやり取りは双方向で行われる

自動再来受付機
※病院のみ

アプリ
ケーション
ソフト等

電子
証明書

ルータB

現存するルータAを用いて以下の仕組みを実現する。
• 資格確認端末と接続するためのルーティングの設定
• レセプトコンピュータ等から資格確認端末への通信を許可
し、資格確認端末からレセプトコンピュータ等への通信を
拒否するためのステートフルインスペクション機能の有効化
※上記仕組みを実現する方法については、ルータAを用い
る方法以外にも、医療機関・薬局の実情に応じて適宜ご
検討ください。

新規にルータBを導入し、以下の仕組みを実現
する。
• 外部ネットワークからのアクセスを制限するため
のステートフルインスペクション機能の有効化

• オンライン請求システムへの接続のための
PPPoEパススルー設定
※上記仕組みを実現する方法については、
ルータBを用いる方法以外にも、医療機関・薬
局の判断に応じて適宜ご検討ください。

O
N
U

IP-VPN
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顔認証端末での医療情報の提供の同意

③顔の撮影、又は暗証番号を入力
【患者】

⑤資格確認等が完了
【患者】

④薬剤情報・特定健診情報等の閲覧同意を選択
【患者】

②本人確認方法を選択
【患者】

①マイナンバーカードを置く
【患者】

同意取得 ※高額療養費制度を利用する方のみ完了

本人確認来院

同意取得

※各画面イメージは、現時点のイメージであり、今後変更される可能性がある。

⑥提供する情報 (限度額情報等)を選択
【患者】

選択した場合



電子処方箋とは

電子処方箋とは、オンライン資格確認等システムを拡張し、現在紙で行われている処方箋の運用を、電子で実施する仕組み。オンライン
資格確認等システムで閲覧できる情報を拡充し、患者が直近処方や調剤をされた内容の閲覧や、当該データを活用した重複投薬等チェ
ックの結果確認が可能に。（令和５年（2023年）１月～運用開始予定）

・ オンライン資格確認等システムを基盤とした電子処方箋の仕組みについて、実施時における検証も含め、安全かつ正確な運用に
向けた環境整備を行い、2022年度から運用開始する。

成長戦略フォローアップ（令和3年6月1 8日閣議決定）

例： 例：
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電子処方箋導入による情報拡充

○電子処方箋の導入により、処方・調剤したお薬の情報が電子処方箋管理サービスに即時に反映される
ことから、患者の“直近の”お薬の情報まで確認できるようになります。

○ また、電子処方箋管理サービス側で、これから処方・調剤されるお薬が過去一定期間のお薬と重複投
薬/併用禁忌がないかをチェックし、その結果を現在ご利用いただいているシステムで確認することもできま
す。

お薬手帳や患者とのコミュニケーションを基に把握する情報

電子処方箋管理サービスなどに記録されたお薬のデータを基に把握する情報

凡例

過去3年間

患者の記憶など従来

オンライン資格確認
導入済み

患者の記憶など
＋過去1か月～3年分のお薬のデータ

電子処方箋
導入済み

患者の記憶など
＋過去3年分のお薬のデータ

過去1か月程度直近

参照できるお薬の対象期間が拡大されます！ 重複投薬等チェックの結果が新たに確認できるようになります！

電子処方箋管理サービスでは、過去一定期間に処方・調剤されたお薬と
これから
処方・調剤するお薬の成分情報を突合した上で、重複投薬や併用禁忌が
ないかをチェックし、現在ご利用いただいているシステムで結果を確認
できます。 電子処方箋管理サービス
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○処方・調剤するお薬が、患者が服用中のお薬と重複投薬／併用禁忌にあたらないかを「電子処方箋
管理サービス」でチェックし、その結果を現在ご利用いただいているシステムで確認できるようになります。

○複数の医療機関・薬局をまたいだ患者のお薬データを対象とした同チェックは、処方箋発行に係る
現行の業務フローの中に組み込むことができ、医師・歯科医師による診察・処方、薬剤師による調剤を
サポートします。

処方・調剤するお薬について、重複投薬や併用禁忌がないかチェックできます

チェック
処理

メッセージ

分類 処方薬剤
チェック対象薬剤 重複

期間 メッセージ
薬剤名 施設名

電子処
方箋

併用禁
忌ﾁｪｯｸ

ﾊﾙｼｵﾝ0.25mg
錠

ｲﾄﾘｿﾞｰﾙｶﾌﾟｾﾙ
50

自院 7/5-7/11 本剤の血中濃度が上昇し、
作用の増強及び作用時間の
延長が起こるおそれがある

電子処
方箋

併用禁
忌ﾁｪｯｸ

ｱｽﾊﾟﾗｶﾘｳﾑ錠
300mg

ｾﾗﾗ錠25mg 厚労
薬局

7/5-7/6 血清ｶﾘｳﾑ値の上昇のおそれ
がある

重複投薬・併用禁忌チェック結果画面（イメージ）
（院内チェック＋電子処方箋によるチェック）電子カルテシステムなどにおける処方オーダー入力画面（イメージ）

【診療記録】修正可・・・ 2022/7/25
+新規【処方】外来 ・・・

登録

キャンセル

医師1(総合内科)
2022月7月25日
10:54ログイン

診察終了
診察取消

処方
注射

検体検査
検体検査結果
放射線ﾚﾎﾟｰﾄ
生理ﾚﾎﾟｰﾄ
内視鏡ﾚﾎﾟｰﾄ

予約

・・・

ﾌｧｲﾙ 印刷 診療記録 ｵｰﾀﾞｰ ・・・
99999999ﾃｽﾄ ﾀﾛｳ

テスト 太郎男性

1966(S41)年5月26日生(56歳1か月)
A型 RH+
170.00cm 65.00kg 重複投薬あり

ｶﾙﾃ履歴
薬歴照会
患者履歴

2022/7/25 2022/7/1 2022/6/1 ・・・

【XXX病院】ｶﾙﾃ(99999999) – テスト太郎 – 医師1

処方オーダ―入力

チェック結果画面

OK キャンセル

□局内チェック 電子処方箋チェック（□自院分 □他院分）レレ レ
表示範囲

RP 薬剤名 使用量 単位 ｺﾒﾝﾄ

1日1回就寝前 ７日

RP.01
1 ﾊﾙｼｵﾝ0.25mg錠 １錠

1日1回朝食直後 ７日

RP.02
1 ｲﾄﾘｿﾞｰﾙｶﾌﾟｾﾙ50 ２錠

1日3回朝昼夕食後 ７日

RP.03
1 ｱｽﾊﾟﾗｶﾘｳﾑ錠300mg ３錠

詳細

ポップアップ画面

現在ご使用いただいているシステムで、他医療機関・薬局で
処方・調剤されたお薬との重複投薬、併用禁忌の確認が可能に！
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○薬局では、電子処方箋管理サービスから処方箋のデータをシステムに取り込むため、処方内容を
手入力する作業負荷が軽減されるとともに、入力ミスの軽減が期待できます。

○電子処方箋を受け付けた場合は、紙の処方箋を物理的に保管する必要がなくなり、保管スペースの
確保やファイリング作業が不要となります。

薬局では、処方箋のレセコンシステムなどへの手入力の負担や、保管・管理作業が削
減されます

処方箋をシステムに取り込む作業の負荷軽減へ 紙を保管するスペースやファイリング作業の削減へ

紙処方箋 薬剤師

紙処方箋の内容をシステムに手入力

薬剤師

電子処方箋
管理サービ

ス

電子処方箋管理サービスから処方箋をシステムに取り込み※

処方箋が薬局のシステムに電子的に保存されるため、
ファイリングや保管スペースの確保などは不要

こ
れ
ま
で

（
手
入
力
の
場
合
）

電
子
処
方
箋

導
入
後

紙の処方箋をファイリングした後、物理的に保管する

※引換番号を患者から確認して取得 など

ファイリング

...

倉庫など



電子版お薬手帳
アプリ事業者

患者

薬局

電子処方箋
管理サービス

電子処方箋の場合、原本の取得が
可能となり、すぐに調剤が可能に！

○ 「電子処方箋管理サービス」に蓄積された患者のお薬のデータは、マイナンバーカードを用いて、患者自
身がマイナポータル等経由で、オンラインでも閲覧できます。

○ また、電子版お薬手帳アプリなどを用いて、引換番号と被保険者番号等を薬局に事前送付することで、
電子処方箋の原本（紙の場合は処方内容を含む電子ファイル）が事前に閲覧できるため、紙の処方
箋を撮影してアプリ等経由で画像を送付する手間が削減されます。

患者自身でお薬のデータを管理したり、薬局にて調剤の待ち時間を短縮することができます

引換番号などの事前送付により、患者の待ち時間が短縮されます

患者は、医療機関で渡された引換番号と被保険者番号等を
お薬手帳アプリ経由で薬局に送信し、薬局は処方箋の原本を
取得した後、速やかに調剤ができます。

※1 画面はイメージ図ですので、実際の画面とは異なる可能性があります。

マイナポータルで過去のお薬のデータを閲覧できます

患者は、マイナポータル上で、医療機関で処方されたお薬及び
薬局で調剤されたお薬のデータを閲覧できるようになります。

※1 ※1
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医療DXの検討
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全国医療情報プラットフォーム
各種データ基盤

第１回「医療DX令和ビジョン2030」厚生労働省推進

チーム（令和４年９月22日）資料１を一部改変

オンライン資格確認等システム

処方箋情報

薬剤情報

診療情報

特定健診情報

医療被保険者情報

資格情報 【医療（公費負担医療含）、介護、予防接種など】

マイナ
ポータル

医療機関・薬局 自治体 介護事業者等

医療機関・薬局 自治体医療保険者

処方箋情報

感染症関連

発生届

予防接種情報 介護情報

接種記録

ケアプラン

難病等関連

認定情報発生届

診療情報

診療報酬改定DX
共通算定モジュール

支払基金・中央会

介護事業者等

ADL等ケアプラン介護認定
情報

認定情報
介護被保険者

情報

ADL等

PHR事業者

緊急時を除き本人
同意前提で閲覧可

予診情報

研究開発等にも利用

自治体検診
情報

検診情報

（必要に応じ、情報を連結して提供）

今後医療機関等が
閲覧可能となる情報

カルテ情報

診療情報提供書

介護被保
険者情報

今後情報共有が可能となる主体
既に情報共有が可能である主体

クラウド連携

予診情報
検診情報

カルテ情報

診療情報
提供書 退院時サマリ

退院時サマリ

接種記録

難病認定
情報

1

1

3

3

2

2

４

1
2

3

４

薬剤情報特定健診
情報

医療被保
険者情報

既に医療機関等が
閲覧可能な情報

「全国医療情報プラットフォーム」（将来像）

医療機関等との連携

自治体との連携

介護事業者等との連携

二次利用目的の連携
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「電子カルテ・医療情報基盤」タスクフォース
（電子カルテ情報の標準化及び全国医療情報共有プラットフォームの実現
に向けた進め方について）

連携ネットワーク 現在の進捗状況等 課題 今後の論点
全国医療情報プラットフォー
ムと医療機関等との情報連携
(標準電子カルテ含む)

・医療機関・薬局との間では、既にオンライン資
格確認等システムのネットワークが構築されて
いる。医療機関発の情報（カルテ情報等）につ
いては、このネットワークを活用する方向で検
討中。

・このネットワーク内で扱う医療
情報に関する整理（例えば院内
処方情報はどうするか、など）
・情報を拡充することによるラン
ニングコストの上昇やその費用
負担等

【以下に関して横断的に整理】

○制度面
・必要な法整備等の整理

○各種情報基盤の整備主体

○費用面
・ネットワークの管理やデータ
保管の費用負担の主体に関す
る整理

○同意の取り方

○共有する情報の中身

○各種情報の名寄せ方法 等

全国医療情報プラットフォー
ムと自治体との情報連携

・健康管理システムや介護保険システム等の自治
体システムについては、支払基金や国保連合会・
国保中央会と直接繋がっていない。
※介護保険システムは、ネットワークとしては専

用線で接続されているが、接続されているの
は介護保険システムの端末とは別の専用端末

・今後、上記の自治体システムは、原則として標
準化及びガバメントクラウドに移行する予定（R
７年度中）

・オンライン資格確認等システム
のネットワークと自治体ネット
ワークとの連携方法や、今後運
用が予定されているガバクラと
の連携方法に関する整理等

全国医療情報プラットフォー
ムと介護事業者等との情報連
携

・介護事業所等は、例えば、国保連合会・国保中
央会との間で、インターネット経由で暗号化を行
いレセプトデータの請求を行っている。

・介護事業所間、介護事業所と医
療機関間で閲覧・共有すること
が適切な介護情報の選定や記録
方法の標準化等

全国医療情報プラットフォー
ムの2次利活用

・２次利活用する情報の設定・標準化等、適切な
連携基盤のあり方の議論を進める

・２次利活用する情報の取得方法
や利用方法の整理等

その他情報と全国医療情報プ
ラットフォームとの情報連携

・その他の共有すべき情報に関しては、上記の情
報連携の仕組みとの親和性を整理し、実現に向
けて共有すべき情報の設定・標準化等、適切な
連携基盤のあり方の議論を進める

1

2

3

４

全国医療情報プラットフォームの対象となる情報やそれらを用いる文書を連携する仕組みに関して、オンライン資格確認等システム等の
既存の資産や取組を活用することで、迅速かつ効率的に実現できるように議論・整理を行う。

基本的な考え方

電子カルテ情報、オンライン資格確認等システムを用いた保険診療情報、予防接種情報等自治体中間サーバを用いた自治体保有情報、介護保険情報、循環器分
野のデータの利活用等に関し、担当部局間において、現状及び課題について整理。

これまでの議論
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今後の電子カルテ情報等の標準化の進め方

26

1990 2000 2010 2020
HL7 Ver.2.X HL7 Ver.3 HL7 CDA HL7 FHIRHL7

SS-MIX（SS-MIX２） HL7 FHIR

厚生労働省：安心と希望の医療確保ビジョン（平成20年6月）

「医療機関完結型医療」から「地域完結型医療」の促進へ

1990/11 
World Wide Web（WWW）実装

1990/12 人類初のWebページ公開

1995/8 Microsoft Internet Explorer 公開

医療機関間での
医療情報の共有

・医療機関外とのネットワーク接続原則なし：オフライン
・データは、可搬メディア（CD/DVD）で、患者が運搬

・医療機関外とのネットワーク接続あり：オンライン
・データは、オンラインで、適時、送受信

データの
やりとり

・HL7 Ver.2.5形式のメッセージデータ
（医療分野独自フォーマット：データ区切り“｜”）を
ファイルとしてフォルダ構成でストレージに格納し、
可搬メディアに出力し、運搬

・Web（HTTPプロトコル）で一般的に用いられる
データ交換方式（REST通信＋JSON形式）で、
形式変換しやすいJSON/XMLフォーマットで送受信

電子カルテ情報 電子カルテ情報

ストレージ ストレージ

ビューア ビューア

運搬/共有ストレージ
出力 出力

参照参照

SS-MIXストレージを生成し、

可搬メディアや情報共有ストレージに

ファイル出力し、当該ファイルを参照

電子カルテ情報 電子カルテ情報

変換ロジック（データ項目対応表や

コード変換表）に基づき、

APIを介して、共通規格化された

データをオンラインで送受信・出入力

データ

変換

API

データ交換サービス データ

変換

API

医療機関Ａ 医療機関Ｂ 医療機関Ａ 医療機関Ｂ

送受信 送受信

インターネット環境で広く浸透しているデータ交換方式（Web技術）と柔軟にデータ形式変換可能なフォーマットで
構成されるHL7 FHIRでデータを交換する環境整備と、データに格納する標準コードの普及を図り、進めてはどうか。

SS-MIX（平成18年度 事業）
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第5回医療情報ネットワーク
の基盤に関するWG資料
（令和4年11月28日）



月 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

国の動き
等

２月上旬
中医協答申

３月上旬
関係告示等
３月下旬
電子点数表

４月１日
施行

５月10日
初回請求

ベンダ
作業内容

改定対応
人数

通常保守人数
＋数人

通常保守人数
×1.5～２倍

通常保守人数
×2.5～３倍

通常保守人数
（経過措置対応が必要な場合＋数人）

診療報酬改定への対応状況（現状と課題）

窓口負担金計算向け
対応

初回請求向け
対応

中医協の資料等を確認し、
ソフトウェア改修への影響を見極め

作業のピーク

改 修 テスト導入
支援

電カルとの連携対応
＋ 随時、必要に応じた対応

・現状、ベンダや医療機関等においては、診療報酬改定に短期間で集中的に対応するため、大きな業務負荷が生じている。
 改定施行日（４/１）からの患者負担金の計算に間に合うように、ソフトウェアを改修する必要がある
※３月に支払基金から電子点数表が示されてはいるものの、その段階では既にソフトウェア改修作業の大半は終了している

 ソフトウェアのリリース後も、４月診療分レセプトの初回請求（５/10）までに、国の解釈通知等について更に対応が必要

中医協での議論

疑義解釈、変更通知等

～３月末
施行日向け
リリース

～５月初旬
初回請求向け
リリース

作業負荷を
平準化できないか

各ベンダがそれぞれ行っている作業を１つにまとめられないか

②施行時期の検討

①診療報酬算定・患者の窓口負担金計算を行うための全国統一の共通的な電子計算プログラム＝共通算定モジュールの開発
28



※マスター･･･プログラムがデータ処理をする際に参照する基本ファイル。医事マスターについてはベンダー各社の創意工夫による競争の要素があることに留意。
ロジック･･･プログラムがデータ処理をする際の手順・内容

診療報酬改定DX：共通算定モジュール
(各構成要素を標準化・共通化）

施設基準等データ取込

点数算定
（診療報酬額計算）

公費・医療費助成データ取込

負担金計算

日次

④提供基盤（クラウド原則）

医療機関

診察等

取り込み等

データ作成

月次

レセプト編集
診療報酬明細書

診療報酬算定結果

レセコン

電カル

※カルテ等情報と報酬情報の
紐づけマスター（変換マスター） ①医事マスタの標準化

②計算ロジック

・共通算定モジュールの開発・提供により、以下の効果が見込まれる。
 診療報酬改定に際し個々のベンダや大病院等が行っているソフトウェア改修等の負担が軽減される
 診療報酬改定の施行日当日から、医療機関等の窓口における「患者負担金計算」の正確性が確保される
 レセプト請求に係る「事前審査機能」を持たせることにより「診療報酬算定」の正確性が確保される
 有事において有用なレセプトデータの活用も可能に

※具体的な開発範囲については、調査研究事業を踏まえつつ、関係者と協議のうえ検討

負担金計算結果

窓口請求

診療報酬改定DX（今後の対応案）

③データの
標準化医事会計
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マイナンバーカード・
マイナポータルの取り組み
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マイナンバーカードの利用シーンの拡大

マイナンバーカードを活用した各種カード等のデジタル化等

➣ マイナンバーカードの電子証明書等を資格等の情報に紐づけることにより、マイナンバーカードを各種カード等として利用
⇒ デジタル社会の実現に向けた重点計画（R4.6.7閣議決定）に基づく「マイナンバーカードを活用した各種カード等のデジタル化等に向けた
工程表」に沿って推進
運転免許証（～R7.3までに実現）その他の国家資格証、お薬手帳、介護保険被保険者証、障害者手帳、母子健康手帳、ハローワークカード、在留カード等

➣ マイナンバーカードを利用して新型コロナワクチンの接種証明書（電子版）が取得可能に
➣ マイナンバーカードの機能（電子証明書）をスマートフォンに搭載（Androidスマホへの搭載｡R5.5.11開始予定｡）

職員証・社員証
としての利用

➣ 国家公務員（H28.4）、徳島県庁
（H29.6）で導入

➣ 民間企業の社員証としての利用
（TKC、NEC、NTTcom、内田洋行、
NTTデータが活用)

マイナポータル

➣ 子育て関連手続の申請等を
ワンストップでできるサービスを提供

➣ 行政機関などが保有する自分の
情報（世帯情報・税・社会保障等）の
確認が可能

民間サービスにおける
オンラインでの本人確認

➣ 各種オンライン決済サービスにおける口座登録、
証券口座開設、住宅ローン契約等の際、マイナンバー
カードを利用することで、確実・簡便な本人確認が可能に

➣ カードを利用した民間サービスの提供事業者は
３年間で約５倍になるなど、着実に普及
（R4.7.18現在、民間事業者160社がサービスを提供）

コンビニ交付サービス

➣ コンビニで住民票の写しや戸籍
証明書など各種証明書が取得可能
（R4.2.15対象人口：10,997万人）

マイナポイント第2弾

➣ ①マイナンバーカード取得
②カードの健康保険証利用申込
③公金受取口座登録
をすると、最大２万円相当の
キャッシュレス決済サービスの
ポイントを付与

※①は第１弾（～R3.12.31）より切れ目無く、R4.1.1
から申込付与開始（②③はR4.6.30開始）

健康保険証としての利用

➣ マイナンバーカードを健康保険証として利用できる
オンライン資格確認の運用開始（R3.10～本格運用）

➣ カードリーダーにかざせばスムーズに医療保険の
資格確認ができるほか、高額療養費の限度額認定証
などの書類の持参が不要に

➣ 医療機関等で本人同意の下、特定健診情報や
薬剤情報の閲覧等も可能に（R3.10～）

利活用シーンが拡大し、マイナンバーカード１枚で様々なことが可能な社会に
31



マイナンバーカードの安全性

大切な個人情報は入っていない

✓ ICチップ部分には、
税や年金などの
個人情報は記録されない。

なりすましはできない

マイナンバーを見られても個人情報は盗まれない

✓ マイナンバーを利用するには、
顔写真付き身分証明書等での
本人確認があるため、悪用は困難。

➣ 紛失・盗難の場合は、
２４時間３６５日体制で停止可能

➣ アプリ毎に暗証番号を設定し、
一定回数間違うと機能ロック

➣ 不正に情報を読み出そうとする
と、ICチップが壊れる仕組

万全のセキュリティ対策

✓ 顔写真入りのため、
対面での悪用は困難。

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

オンラインの利用には
マイナンバーは使われない
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ぴったりサービス
子育てをはじめとする
オンライン申請ができます

わたしの情報

・税情報（所得等）
・世帯情報
・予防接種の履歴
などが確認できます

お知らせ
行政機関等から児童手当現
況届や確定申告などのあな
たに合ったお知らせが届き
ます

※サービスの検索や一部の申請
についてはマイナンバーカー
ドがなくてもできます

やりとり履歴の確認

あなたの情報が行政機関で
どのようにやりとりされた
かチェックできます

シングル・サイン・オン
（外部サイト連携）
・e-Tax
・ねんきんネット
などにつながります

マイナポータルで出来ること
○ マイナポータルは、「マイナンバーカードをキーとした、わたしの暮らしと行政との入口」として、オンライン申請や、行政機関等が保有
する自分の情報の閲覧・取得、お知らせの通知などのサービスを提供しています。



世帯

地方税

健康・医療

子育て

福祉・介護

○診療・薬剤情報
○医療費通知情報
○特定健診情報・後期高齢者検診情報
○健康保険証情報
○予防接種情報（実施自治体、ワクチン情報、実施日等）
○乳幼児健診、妊婦健診の情報（実施自治体、実施日、健診結果等）
○検診情報（がん、肝炎ウイルス、歯周疾患検診等の検診結果の情報）

○世帯の属性の情報

○所得・個人住民税情報

○児童手当、児童扶養手当、母子父子寡婦法の給付金等の情報
（認定区分、認定日、支給額等）
○妊娠の届出情報
○高等学校等就学支援金に関する情報
○小児慢性特定疾病医療費、療育給付、障害児入所給付費等の支給の情報

○身体障害者福祉法による身体障害者手帳、精神障害者福祉法による精神障害者手帳等の情報
○知的障害者福祉法による知的障害者の情報
○生活保護の実施に関する情報
○介護保険の資格・給付情報（自治体、資格適用開始日、高額介護費等）

雇用・年金
○雇用保険給付、労災補償保険給付、職業訓練給付金の支給に関する情報
○公的年金資格記録情報

子育て

介護

被災者
支援 ○罹災証明書の発行申請

○児童手当等の受給資格及び児童手当の額についての認定請求

○児童手当等の額の改定の請求及び届出

○氏名変更／住所変更等の届出

○受給事由消滅の届出

○未支払の児童手当等の請求

○児童手当等に係る寄附の申出

○受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等の申出

○児童手当等に係る寄附変更等の申出

○受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等の変更等の申出

○支給認定の申請

○保育施設等の利用申込

○保育施設等の現況届

○児童扶養手当の現況届の事前送信

○要介護・要支援認定の申請
○介護保険負担割合証の再交付申請
○被保険者証の再交付申請

取得できる主な自己情報（ ） 申請できる主な行政手続（ ）

※地域のマラソン大会など自治体が独自の行政手続を登録することも可能



国民

○ マイナポータルで提供する機能を、行政機関だけではなく企業や市民団体等の民間組織に対してもAPIとして提供することで、自己情報や
検索機能を活用した新たな行政サービス・民間サービスの開発につながることが期待されます。

※ APIとは、アプリケーション・プログラミング・インターフェースの略。マイナポータルのAPIの提供は、外部のWEBサービスのシステムからマイナポータルに
アクセスしてその機能を活用できるように必要な仕様等を作成し、一定の要件の下で公開するもの。

マイナポータルのAPIで実現されるサービス

行政機関

セキュアな
ネットワーク

マイナポータル

情
報
提
供

Ｎ
Ｗ
Ｓ

Ｌ
Ｇ
Ｗ
Ａ
Ｎ

提供する主なAPI

自己情報

お知らせ

ぴったりサービ
ス

(サービス検
索・電子申
請)

就労証明書
等

・・・・・・

国・機関
等

地方公共
団体

Ａ
Ｐ
Ｉ
提
供

API連携

金
融

(

Ｆ
Ｉ
Ｎ
Ｔ
Ｅ
Ｃ
Ｈ
関

連) 通
信(

キ
ャ
リ
ア
・

Ｓ
Ｎ
Ｓ
関
連)

健
康
・
医
療
・
医
薬

市
民
団
体

（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
）

予防接種アプリや給
付金等への活用保険やローン

の申込に活用
引越しの住所変
更の手続に活用

将来の生活設計
の検討に活用

自己情報取
得

2019年11
月提供開始

法人設立手
続等申請

2020年７月
提供開始

ぴったりサービス
（サービス検索）

2017年11月
提供開始

ぴったりサービス
（電子申請）
2020年12月
提供開始

就労証明書
様式取得等
2018年９月
提供開始

民間送達サービ
ス

民間送達サービス

TLS通信

自治体HPからの
オンライン申請

オープンデータの
活用

自治体アプリと連動した
タイムリーなお知らせの
受信

年末調整関係資料を
オンラインで提出

法人設立手続

社会保険・
税手続

お知らせ情報
取得

2020年10月
提供開始

社会保険・税手
続
申請

2020年11月
提供開始

民間組織

民間送達サービス
保有情報取得

2020年10月
提供開始

在留手続申
請

2022年３月
提供開始

医療保険情
報取得

2021年７月
提供開始

API連携



マイナポータルの利便性向上に向けた取組について
○マイナポータルサービス本格運用（自己情報閲覧・子育てを中心としたオンライン申請）（平成29年11月）

この後、介護手続のオンライン申請、被災者支援関連手続のオンライン申請について自治体対応の働きかけを実施

○薬剤情報・特定健診情報の閲覧機能（令和３年10月）
○医療費情報の閲覧機能（令和３年11月）
○確定申告におけるふるさと納税の控除証明書の連携機能（令和４年１月）
○国民年金の加入、保険料納付免除、学生納付特例猶予の申請機能（令和４年５月）
○診療情報の閲覧機能（令和４年９月）
○年末調整における国民年金保険料の控除証明書の連携機能（令和４年10月）
○確定申告における公的年金等源泉徴収票の連携機能（令和５年１月）
○電子処方箋情報の閲覧機能（令和５年１月）

○引越し（転出届、転入予約）のオンライン申請機能（令和５年２月）
○旅券（パスポート）のオンライン更新申請機能（令和５年３月）
○マイナポータルの抜本的改善（実証アルファ版）（令和４年12月・令和５年３月）
○マイナンバーカード機能のスマートフォン（Android）搭載（令和５年５月）

これまで実現した主な機能等

当面実現予定の主な機能

すべての行政手続きを、いつでもどこでもスマートフォンで完結できる行政サービスの提供を目指し、誰一人取り
残されない、人に優しいデジタル化を実現する。



マイナポータルの抜本的改善について
○ マイナポータルに代わる新しい生活者サービスとして、利用者が必要とする情報や機能にストレスなく・迷わずアクセスできる状況を実現
する。まずは令和４年12月に実証アルファ版（プロトタイプ）をリリースし、マイナポータルの利用者に試してもらうように、マイナポータル
のトップにα版への遷移ボタンを設置した。
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